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第９号様式（第 11 条関係）


年 月 日


狛江市長 宛て


狛江市中小企業者事業資金融資あっ旋申込書


（添付書類）


融資の種類及び資金使途に応じた別表第２に掲げる書類


申


込


人


住 所


又 は 所 在
狛江市


電話


法 人 名
設 立 年 月 日


年 月 日


氏 名


又は代表者名
㊞


生 年 月 日


年 月 日 歳


屋 号 ・ 商 号 業 種


資 本 金 万円 創 業 年 月


常時使用する


従 業 員 数


名


（うち家族従業員数 名）


現在地営業年数 年 月


営 業 総 年 数 年 月


主な取扱品目


連 帯


保証人


住 所 生 年 月 日 年 月 日 歳


氏 名 ㊞ 申込人との関係


申


込


内


容


融資の種類 小口事業資金融資 ・ 小規模企業事業資金融資


資 金 使 途 設備資金 ・ 運転資金 ・ 創業資金 ・ 研究開発資金


都制度併用希望 有 ・ 無


理由


（具体的に記入し


てください。）


借換の有無 有 ・ 無
前回利用時あっせん決定日


（借換案件の場合のみ記入）
年 月 日


希望金額 万円
希望償還期間 箇月


希望据置期間 箇月


希望金融機関 銀行・信用金庫・農協 本店・支店


決 裁


担当者 係 長 課 長受 付 年 月 日 受付番号







form_09-2.pdf


第９号様式の２（第11条様式）


狛江市長 宛て


狛江市中小企業者事業資金融資あっ旋に係る同意書及び確認書


１ 市が実施する狛江市中小企業者事業資金融資あっ旋条例に基づいた制度融資


を利用するに当たり，市が保有する以下に掲げる私に関する顧客情報並びに事


業者及び事業の代表者の個人情報（以下「顧客情報等」という。）を小口事業資


金又は小規模企業事業資金融資あっ旋の対象要件の確認のため，調査すること


について同意いたします。


（１）氏名，住所，連絡先等の属性に関する情報


（２）既に納期の経過した市税の収納に関する情報（過去のものを含む。）


２ 市が申込書及び添付書類一式を金融機関へ提出すること並びに東京信用保証


協会が保有する以下に掲げる私に関する顧客情報を保証利用状況の確認のため，


市に対して提供されることについて同意いたします。


（１）氏名，住所，連絡先等の属性に関する情報


（２）保証利用残高・返済状況等，保証利用状況に関する情報（過去のものを


含む。）


３ 狛江市中小企業者事業資金融資あっ旋条例第５条第１項第１号エ又は第２号


エに該当していません。


４ 既に納期の経過した市（区町村）税について完納しています。


年 月 日


住 所


氏 名 ㊞


個人の場合：屋号及び氏名


法人の場合：法人及び代表者名







市税の納税状況について


狛江市中小企業者事業資金融資あっ旋条例第５条に規定する申請要件を具備し


ているか確認するため，下記申込人欄にご記入をお願いします。


記


（以下については記入不要）


申


込


人


個人・法人の別 □個人 □法人


住所又は所在地


氏名又は会社名 (フリガナ）


（法人の場合）


代表者住所


（法人の場合）


代表者氏名


(フリガナ）


（ 年 月 日生）


１．既に納期の経過した狛江市税を完納している。


２．納期の経過した狛江市税に未納がある。


３．狛江市税が賦課されていない。


未納税目 未納額 備考


確認日 年 月 日


確認者
㊞







form_10.pdf


第 10 号様式（第 11 条関係）


年 月 日


狛江市中小企業者事業資金融資あっ旋創業事業計画書


１ 事業内容及び創業動機


融資の種類 小口事業資金融資 ・ 小規模企業事業資金融資


創業形態 個人・法人
屋号・商号(予定を含


む。)


法人名 ㊞


氏名又は代表者名 ㊞


個人は創業時の住所
狛江市


電話 （ ）法人は設立登記の本店


所在地


創業(予定)年月日 年 月 日 業種


事業開始届出書の有無 有・無 従業員 人


許可等


（許可等取得が必要な


場合にのみ，種類及び


その根拠法を記入して


ください。）


種類 許可・免許・登録・認証


根拠法


創業直前の職業等


会社員・公務員・


会社役員・学生・


家事専従・無職・


その他（ ）


申込区分


（該当区分に○をして


ください。）


（ア）事業を営んでいない個人が新たに事業を開始する


（イ）事業を営んでいない個人が新たに法人を設立し事業を開


始する


（ウ）法人が自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつ


つ，新たに法人を設立し，当該新たに設立された法人が事


業を開始する


(１)事業内容（取扱品・主製品，サービス等）


(２)創業の目的及び動機


(３)創業する事業の経験


(４)強み・セールスポイント


(５)補足説明（創業する直前の職業，事前に必要な知識・技術等の習得，事業協力者の


有無等を具体的に記入してください。）







２ 事業の着手状況


下記の該当事項に○印を付け，確認できる書類等を添付してください。


ア 設備機械器具等発注済である。


イ 商品･原材料の仕入れを行っている。


ウ 土地･店舗を購入するための頭金等支払済である。


エ 土地･店舗を賃借するための権利金･敷金等支払済である。


オ 事業に必要な許認可等を受けている。


カ 事業に必要な許認可の申請が受理されている


キ その他


（具体的内容）


３ 販売先・仕入先


主な販売先・受注先 住 所 販売・受注予定額 回収方法


年 千円 現金・売掛・手形


年 千円 現金・売掛・手形


年 千円 現金・売掛・手形


主な仕入先・外注先 住 所 仕入・外注予定額 支払方法


年 千円 現金・売掛・手形


年 千円 現金・売掛・手形


年 千円 現金・売掛・手形







４ 創業時の投資計画及びその調達方法・内容


※ 金額の確認できる預金通帳の写し，残高証明等を添付してください。


５ 収支計画（売上発生後１年分）


創業時の資金計画 金額（千円） 調達方法・内容 金額（千円）


設


備


資


金


事業用不動産取得･敷金･入居保


証金 自


己


資


金


預金


改装費 預金以外


機械器具･什器備品


借


入


金


本件借入金


①設備資金合計 その他の借入金


運


転


資


金


商品･材料等の仕入資金


人件費･賃金等


その他の資金 その他の資金


②運転資金合計


合 計（①＋②） 合 計


項目 １年目(１期目) 【計算根拠】


① 売上高
千円


②売上原価


（仕入額，製造原価等）


③売上総利益（①－②）


④人件費


⑤地代家賃


⑥光熱費


⑦減価償却費


⑧支払利息


⑨その他経費 【収支計画】 売 上 高 営業利益 減価償却


⑩販売管理費計


（④～⑨）


２年目


(２期目)


⑪営業利益（③－⑩）
３年目


(３期目)







※以下の項目は，これから創業する場合にのみご記入ください。


６ 自己資金等算定表（金額の確認できる預貯金通帳の写し，残高証明等を添付してください。）


※自己資金額等については，東京信用保証協会において再計算します。


内 訳 金額（千円）


事
業
に
充
て
る
た
め
に
用
意
し
た
資
産


普通預金


定期預金


有価証券


敷金・入居保証金


資本金・出資金に当てる資金


当該事業用設備


その他資産（不動産を除く）


合 計 ①


借
入
金
等


住宅ローン 年間返済額の２年分


設備導入のための長期借入金 年間返済額の２年分


その他借入金 借入額の全額


合 計 ②


自己資金額（①－②）
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第 10 号様式の２（第 11条関係）


年 月 日


狛江市長 宛て


所在地


会社名


代表者 印


狛江市中小企業者事業資金融資あっ旋研究開発事業計画書


１ 融資の種類 小口事業資金融資 ・ 小規模企業事業資金融資


２ 事業計画


（１）資 金 （千円）


（２）導入設備の内訳


（添付書類）


見積書，設計図，カタログ等の導入設備の費用の詳細がわかるもの


支 出 資 金 調 達


設備費 融資申請


仕入資金 その他借入


外注費


人件費 補助金等


その他 自己資金


その他


合計 (a＝b) a 合計 (a＝b) b


機 械 名 用途・機能 所要額（千円）×台数







３ 事業の内容


（１）現在の事業内容


（２）製品・商品・サービス・技術等の状況及び問題点


（３）（２）の状況や問題点を改善・解決する方法・手段（必要性や重要性などを詳細に）


（４）（３）の方法・手段によって取組む具体的な内容、期待できる効果（新規性を詳細に）


（５）今後の市場開拓の方法や研究開発の成果を活用した事業の展開


※必要に応じて，資料・写真等を添付してください。






